
1 

 

 

 

News Release 
本ニュースリリースは 2016 年 6 月 27 日デロイト トウシュ トーマツ リミテッドが 

シンガポールで発信したものを和訳・加筆しています。  

 

デロイト、世界のベストリーダー育成を目指してシンガポールに 

デロイト ユニバーシティ アジア パシフィックを開設 
 
 シンガポール セントーサ島のキャンパスのような施設でコーポレートユニバーシティを開設しました。 

 アジア太平洋地域人材のリーダーシップスキルの開発を目指すと共に、同地域のクライアントに優

れたサービス提供に向けた学習経験と手段を提供します。 

 学長にはデロイト トーマツ コンサルティングのパートナー浅見光が就任しました。 

 

 

2016年 6月 27日（シンガポール）― デロイトは本日、リーダーシップスキル養成に向けた取り組みの一環と

して、社内人材育成のコーポレートユニバーシティである「デロイト ユニバーシティ アジア パシフィック

（DU AP）」をシンガポールに開設しました。DU APは、デロイトから多くのリーダーを輩出し、優れたアイデ

アを創出する場であり、ひいてはクライアントに貢献し続けるために、充実した学習経験を提供します。 

 

DU APはアジア太平洋地域のプロフェッショナルを対象にした初めてのリーダーシップ育成にフォーカスした

コーポレートユニバーシティです。米国テキサス州ウェストレイクのデロイト ユニバーシティ、ベルギーのラ・

ウルプとフランスのシャンティイを拠点とするデロイト ユニバーシティ 欧州・中東・アフリカ、インドのハ

イデラバードのデロイト ユニバーシティにて蓄積された知見、実績を基に設計しています。一方で、DU APの

カリキュラムはデロイトの23万人の人材に年次で提供されているプログラムを反映しており、地域に関わらず

一貫性を持たせています。その上でまた、アジア パシフィックにおいて地域のビジネスニーズに応じたカリキ

ュラムの提供も致します。 

 

デロイトのグローバルCEOであるプニート・レンジンは、次のように述べます。「最も重要な資産は人であり、

彼らの学びと能力開発が顧客に優れたサービスを提供する力の源泉となっています。私たちは、デロイト ユニ

バーシティを通じてあらゆるレベルの人材の、プロフェッショナルとしてのスキル、リーダーとしてのスキル、

業界やテクニカルに関するスキルの向上に投資し、クライアントや人材、コミュニティにとって最も価値ある

ことをもたらすよう組織として能力向上に努めています。世界経済が今後成長を遂げる上で重要な原動力とな

ると思われるアジア太平洋地域で、このプログラムを立ち上げることができたことを嬉しく思います」 

 

コースの講師陣は現職のデロイトのリーダーが務め、各コースに応じたクラス設定で自身の知識や実地体験を
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講義します。DU APのカリキュラムで実施されるプログラムは、学んだことが仕事の現場で不可欠な要素とし

て定着し、最も効率的な方法で実際に活用されるように設計されています。2017年度は、1,000人近い受講者が

DU APのプログラムに参加することが予想されます。 

 

「世界は転換期にあります。豊富な人材と良好な事業環境に引き寄せられて、事業機会はますますこの地域へ

とシフトしつつあります。変化のスピードについていくためには、来るべきアジア太平洋の時代を成功に導く

新世代のリーダーを養成しなければなりません。DU APはこのサクセスストーリーに貢献し、私たちが暮らし

働く地域社会に最も価値あることをもたらす役割を果たせることを誇りに思います」と、デロイトのアジア太

平洋地域代表で、デロイト トーマツ グループ（デロイト ジャパン）CEOの小川陽一郎は述べます。 

 

DU APの学長は、デロイト トーマツ コンサルティングのパートナーの浅見光（あさみ こう）が就任しまし

た。「デロイト ユニバーシティ アジア パシフィックをシンガポールに開設できたことは、デロイトのアジア

太平洋地域における展開の大きな節目となる出来事で、シンガポール政府による多大な支援なしには成し得な

かったことです。キャンパスの所在地としてシンガポールを選んだのは、同国が地理的にアジア太平洋地域の

中心に位置しているだけでなく、この地域のビジネスセンターとして、そして経済活動のハブとしての役割を

果たしているからです。今後、アジア太平洋地域の人材をめぐり激しい競争が繰り広げられることになるでし

ょう。デロイト ユニバーシティ アジア パシフィックにおいて、デロイトが他の職場とどのように異なり、デ

ロイトの人材が地域社会にどのような良い影響を与えているかを示すことは、デロイトに優秀な人材が集まり、

キャリアを磨き続けることにつながるものと考えます」と、浅見は述べます。 

 

シンガポール経済開発庁のケルヴィン・ウォン副次官は、次のように述べています。「事業環境がますます複雑

化する中、アジアは急成長を遂げており、そのビジネスリーダーはグローバル戦略や地域戦略を構築する上で、

優れたプロフェッショナルファームに支援を求めるようになります。プロフェッショナルファームは、高度な

専門性と個々の市場に関する深い知識を提供し、画期的なソリューションを生み出し、アジアやその他の地域

のクライアントをサポートすることが期待されています。デロイトがアジア太平洋地域で初めてのキャンパス

の所在地としてシンガポールを選んだことは、アジアにおける人材開発を大きく躍進させることになるでしょ

う。また、シンガポールが強力な人材基盤を持ち、アジアにおけるハブサービスの中心であることの裏付けで

もあります」 

 

デロイトのアジア太平洋地域各国CEOの共同の取り組みを祝して、開設の記念式典が本日、キャンパス内でと

り行われました。式典では、シンガポール政府よりターマン・シャンムガラトナム副首相から祝辞をいただき

ました。本式典にはデロイトの上級役員である、プニート・レンジン（グローバルCEO）、小川陽一郎（同アジ

ア太平洋地域代表、デロイト トーマツ グループCEO）、浅見光（デロイト ユニバーシティ アジア パシフィ

ック学長）、フィリップ・ユェン（デロイト 東南アジア地域およびシンガポールCEO）、チャリー・マー（デ

ロイトの元アジア太平洋および東南アジア地域CEO）が出席しました。 

 

DU APは、シンガポール島南沖合のリゾート島セントーサのアマラサンクチュアリ内にあります。セントラル 

ビジネス ディストリクト（CBD）から車でわずか10分、チャンギ国際空港からは車で30分というきわめて便利

な場所に位置する現代的リゾートスタイルの施設です。 
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＜問い合わせ先＞ 

デロイト トーマツ合同会社 

ブランドコミュニケーション 菊池 

Tel: 03-6720-8920 Email: press-release@tohmatsu.co.jp 

 

 

 

 

デロイト トーマツ グループは日本におけるデロイト トウシュ トーマツ リミテッド（英国の法令に基づく保証有限責任会社）のメンバーファームおよびそのグループ法人（有限

責任監査法人 トーマツ、デロイト トーマツ コンサルティング合同会社、デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社、デロイト トーマツ税理士法人および DT

弁護士法人を含む）の総称です。デロイト トーマツ グループは日本で最大級のビジネスプロフェッショナルグループのひとつであり、各法人がそれぞれの適用法令に従い、監

査、税務、法務、コンサルティング、ファイナンシャルアドバイザリー等を提供しています。また、国内約 40 都市に約 8,700 名の専門家（公認会計士、税理士、弁護士、コンサ

ルタントなど）を擁し、多国籍企業や主要な日本企業をクライアントとしています。詳細はデロイト トーマツ グループWebサイト（www.deloitte.com/jp）をご覧ください 

 
Deloitte（デロイト）は、監査、コンサルティング、ファイナンシャルアドバイザリーサービス、リスクマネジメント、税務およびこれらに関連するサービスを、さ
まざまな業種にわたる上場・非上場のクライアントに提供しています。全世界 150 を超える国・地域のメンバーファームのネットワークを通じ、デロイトは、
高度に複合化されたビジネスに取り組むクライアントに向けて、深い洞察に基づき、世界最高水準の陣容をもって高品質なサービスを Fortune Global 
500® の 8 割の企業に提供しています。“Making an impact that matters”を自らの使命とするデロイトの約 225,000 名の専門家については、Facebook、
LinkedIn、Twitter もご覧ください。 
 
Deloitte（デロイト）とは、英国の法令に基づく保証有限責任会社であるデロイト トウシュ トーマツ リミテッド（“DTTL”）ならびにそのネットワーク組織を構成するメンバーファー

ムおよびその関係会社のひとつまたは複数を指します。DTTL および各メンバーファームはそれぞれ法的に独立した別個の組織体です。DTTL（または“Deloitte Global”）はク

ライアントへのサービス提供を行いません。DTTLおよびそのメンバーファームについての詳細は www.deloitte.com/jp/about をご覧ください 
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